




































































































































































































































有効回収票数 １１００ １０５０ ７１９











サンプル数 ７８７ ７３１ ３０９
（男性） ３４６（４４．０％） ３３４（４５．７％） １３８（４４．７％）

































































７２２ ４．１６ ３ ５．３２ １００ １．３４ １．４４ ⇒変化なし
２０１２年３０～３９歳
（１９７３年～１９８２年生）
２９４ ３．４３ ２ ４．２８ ５０ １．１５ １．３１
２００２年２０～２９歳
（１９７３年～１９８２年生）
















７１２ ３３．０８ ２０ ５１．２０ ６００ ２．８９ ３．０５
２０１２年２０～２９歳
（１９８３年～１９９２年生）
６８８ ６８．９７ ３０ １１５．９４ １０００ ３．３３ ３．５４ ⇒世代的変化
２０１２年３０～３９歳
（１９７３年～１９８２年生）


















































































































































７３８ ０．１６ ** －０．１０** ０．２５** －０．１７** ０．０９** ０．１１**
２０１２年２０～２９歳
（１９８３年～１９９２年生）






７０４ ０．１２ ** －０．１１** ０．２０** －０．１２** ０．０５ ０．１９**
２０１２年２０～２９歳
（１９８３年～１９９２年生）



















７８０ ４８．９７％ ４５．４６％ ５２．４９％
２０１２年２０～２９歳
（１９８３年～１９９２年生）
７２７ ３７．１４％ ３３．６２％ ４０．６６％ ⇒時代的変化
２０１２年３０～３９歳
（１９７３年～１９８２年生）






７７６ ４７．８１％ ４４．２９％ ５１．３３％
２０１２年２０～２９歳
（１９８３年～１９９２年生）
７２７ ５２．１３％ ４８．４９％ ５５．７７％ ⇒加齢的変化
２０１２年３０～３９歳
（１９７３年～１９８２年生）







７７８ ５２．３１％ ４８．８０％ ５５．８３％
２０１２年２０～２９歳
（１９８３年～１９９２年生）
７２９ ３７．１７％ ３３．６６％ ４０．６９％ ⇒時代的変化
２０１２年３０～３９歳
（１９７３年～１９８２年生）






７７５ ６７．２３％ ６３．９１％ ７０．５４％
２０１２年２０～２９歳
（１９８３年～１９９２年生）
７３０ ７０．９６％ ６７．６６％ ７４．２６％ ⇒加齢的変化
２０１２年３０～３９歳
（１９７３年～１９８２年生）
３０５ ７５．４１％ ７０．５５％ ８０．２７％
※肯定的回答の比率は、「そうだ」、「どちらかといえばそうだ」と回答した割合の合計
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ある。
この結果を見ると、２００２年調査の結果と２０１２年調査の
結果では、各変数の関連性が変化していることがわか
る。仲のよい友だちに関しては、選択志向の効果が大き
く増加（標準偏回帰係数で０.１１→０.２１）しており、知り
合い程度の友だちに関しては、拡大志向の効果が大きく
増加（同じく０.２０→０.３１）している。このことからする
と、２０１２年の若年層のデータでは、これらのつきあい方
の志向性を強く持っているか否かでそれぞれの友人数が
二極化しているのではないかということが予想される。
つまり、「友だちをたくさん作るように心がけている」
という人の割合自体は減少しているが、その志向性を
（意識的に強く）持っている人は、友人数が（特に知り
合い程度の友人に関して）相当多くなるということが考
えられるのである。
4．小括
今回の分析の結果から確認されたことは、次の３点で
ある。
第一に、２００２年から２０１２年の間に、都市に住む２０代の
若者層の友人関係は、仲のよい友だち、知り合い程度の
友だちとも人数が増加している。その点では、友人交際
は決して忌避されたり軽視されたりしておらず、むしろ
活発化していると言える。
第二に、そのような実態としての友人数の増加の反面
で、友人とのつきあい方では、「友だちをたくさん作る
ように心がけている」や「友だちと意見が合わなかった
ときには納得がいくまで話し合いをする」というつきあ
い方を意識している人は減少している。この結果を見る
限り、若者たちの間では自己の内面や本音を積極的に開
示するというつきあい方はなされなくなってきている。
第三に、以上のような、一見、相矛盾する結果から予
想されるのは、友人関係を意識的にマネジメントしてい
る層とそうではない層との間で友人交際が二極化してい
るようだということである。さきの分析結果では、友人
交際における拡大志向や選択志向の持つ効果が増大して
いた。確かに全体としてみれば、「友だちをたくさん作
るように心がけている」というような人の割合は減って
いる。しかし、意識的にそのようなつきあい方を行って
いる人の友人交際は、非常に活発になっている。逆に、
友人関係を意識的にマネジメントしていない人は、比較
的狭い範囲での友人交際にとどまってしまう。この状況
を例えて言うなら、株式市場の中で積極的に売買に参加
する者はより多くの利益を得、のんびりと様子見をして
いると機を逸して手持ちの株も手放さざるを得なくなっ
てしまう――いわば阿部彩が論じるところの「マタイ効
果」（阿部２０１１：１５１―１５４）のようなもの――、そんな
状況に近くなっているのではないだろうか。
かつて辻泉は２００２年の調査結果を受けて、若者の友人
関係の「自由市場化」という指摘を行った。１０年の時を
経た現在、その「市場」では流動性と不確実性が増大
し、リアルタイムの格付けやリスク回避の判断が重要に
なっているようである。「できることなら本当に信頼で
きる優良株を見定めて持ちたいが、そんな手間はかけら
れない。ならばとりあえず多くの銘柄を手元にキープし
て、それを使える時に使っていくしかない」、それと同
じような意識から、友人（特に知り合い程度の友だち）
の数は増えているのではないかと思われるのである。
この１０年の間に、若者たちの友人関係は、知り合い程
度の友だちを中心に人数が増大し、それに対応するため
の高度なマネジメント術がますます重要になっているよ
うである。おそらくその背後にあるのは、社会全体の流
動性と不確実性の増大、およびそれに対処するための技
術の進化だろう。はたしてこの傾向は今後も続くのか。
１０年後に新たなデータでまた検証してみることにした
い。
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注
１）浅野智彦によれば、このような語りは、いつの時代にも
よく見られるものであったという。その一方で浅野は、
１９９０年代以降のこうした語りでは、希薄化を否定的なも
のとして論じるものばかりになってしまったと指摘して
いる（浅野２０１３:１４４‐１４９）。
２）１９９２年、２００２年、２０１２年に行われた調査の結果について
は、それぞれの報告書（藤村１９９５, 高橋２００４, 藤村
２０１５）を参照のこと。
３）これまでの３回の調査では、いずれも東京都杉並区と兵
庫県神戸市灘区、東灘区を調査対象地としている。
４）浅野は、これらの志向性を「遠心志向」、「求心志向」、
「状況志向」と呼んだが（浅野１９９９:４４‐４７）、その内容
からするとそれらは「拡大志向」、「回避志向」、「選択志
向」とした方が適当と思われるため、本稿は「拡大志
向」、「回避志向」、「選択志向」を用いている。
５）ここでは、あくまで友人数と友人とのつきあい方の関連
の変化を見るために、独立変数にこれらの変数を投入し
ている。友人関係とその他の要因、例えば、メディア利
用との関連の変化の分析については、阪口（２０１５:２８‐
３０）を参照のこと。
120 福重 清
